・資料

高裁と最高裁の賠償額の算定方法（弁護士費用を考慮しない）
※地裁は4078万8076円の全額請求を認めた。
＜高裁＞

	
	支払うべき額
	＝被害者の損害額
	× 寄与度
	× 過失分

	病院側
	1835万4634円
	＝4078万8076円
	× 1/2
	× 0.9

	因みに…
	

	運転手
	1427万5826円
	＝4078万8076円
	× 1/2
	× 0.7


＜最高裁＞
	
	支払うべき額
	＝被害者の損害額
	× 過失分

	病院側
	3670万9268円
	＝4078万8076円
	× 0.9

	因みに…

	運転手
	2855万1653円
	＝4078万8076円
	× 0.7


関連裁判例
【判決① 東京地判昭和42年６月７日判時485号21頁】
（事案）　道路横断中にタクシーに跳ねられて後頭部打撲傷等の傷害を負った被害者が，事故後に入院した国立病院でレントゲン撮影を受けた際，同病院の医師による医療過誤（頸動脈への造影剤注入の失敗）の被害に遭い，健康状態を悪化させ，事故から１年４ヶ月後に死亡した。
裁判所は，被害者の死亡につき，事故以前からの脳軟化症または脳腫瘍が第一の死因であるとして，交通事故および医療事故と，被害者の死亡との相当因果関係を否定したが，医師の施術上の不手際による症状悪化部分について，「右症状の悪化については，交通事故も診療事故もその一因をなしており―おそらく診療事故の方がより直接的であろうと推測されるが―いずれが決定的な原因かは確定し難いのであるから，両者はいわゆる共同不法行為の関係にある。」と述べて，加害運転者側と医師側との連帯責任を肯定した。
【判決② 静岡地沼津支判昭和52年３月31日交民集10巻２号511頁】
（事案）交通事故により右下腿骨骨折などの傷害を負った被害者が，入院先の病院の医師による不適切な治療措置（創傷の十分な消毒を怠り，また，創傷を開放に処置せず縫合したこと）のため，ガス壊疽に罹患し，右大腿部の切断を余儀なくされた。
裁判所は，加害運転者にとって被害者のガス壊疽罹患は通常予見し得べき事態であるとしたうえで，「《被害者》の右大腿切断という結果については《医師》の治療上の過誤がより直接的な原因をなすものではあるけれども，《加害運転者》と《医師》との行為は客観的に関連共同しており，両者は共同不法行為の関係にある」として，右大腿切断による損害につき，加害運転者側と医師側の連帯責任を肯定した)。
【判決③ 東京地判昭和54年７月３日判時947号63頁】
（事案）電車に乗ろうとした際に事故（ドアに左手を挟まれたまま電車が発車したためにホーム上で身体を引きずった）に遭い左鎖骨骨折等の傷害を負った被害者が，病院で治療を受け，術後の経過もよく，退院間近という容態であったところ，突如，血圧の降下，嘔吐，吐血等の症状を呈し，死亡した。死因は，入院中に投与されたステロイドホルモン剤の副作用による失血死であった。
裁判所は，被害者の遺族の電鉄会社に対する責任追及に対し，吐血があった後も引き続きステロイドホルモン（一般に胃潰瘍を急激に発症させる副作用があることが知られていた）の投与を行った医師の重過失を認定したうえで，「《被害者》の死亡は右医師らの診療上の重過失に因るもので，本件事故による受傷と死亡との間に事実的因果関係は存するもののその間に法的因果関係はないものというべきである」とした。
【判決④ 岡山地津山支判昭和55年４月１日交民集13巻２号453頁】
（事案）自動車同士の追突事故でむち打ち症になった被害者が，治療のため頸部に刺入した電気ノイロメーターの針の先端が折損して体内に残存するという医療事故に遭い，頭痛，頸部痛を訴え，また，残存針の摘出手術を受けなければならなくなった。
裁判所は，「本件のように自動車事故とその後の治療経過中に生じた医療過誤とが競合して損害が生じたような場合には，本件自動車事故がなければ，本件診療事故も生じなかったはずであるから，原則として加害者全員が共同して被害者の全損害を賠償すべき義務を負い，加害者において共同不法行為への寄与部分を明確に立証した場合にのみ，寄与部分に応じた範囲での賠償義務を負担すべきである」とし，与度の立証がなされていない本件にあっては，加害者運転者側・医師側双方の連帯責任となるとした。
【判決⑤ 横浜地判昭和57年11月２日判時1077号111頁】
（事案）交通事故によって右下腿骨複雑骨折等の傷害を負った被害者が，搬送された病院の医師による不適切な治療措置（デブリドマン3)を徹底して行い，創傷を開放性に処置することを怠った）により，ガス壊疽に罹患し，右大腿部の切断を余儀なくされた。
裁判所は，加害者運転者と医師の過失行為の関係につき，意思連絡の不存在，時間的場所的隔たりを指摘したが，両行為による損害は相互に重なりあっており，一個の損害とみるのが相当であるとして，共同不法行為の成立を認め，そのうえで改めて，両行為の異質性を論じ，生じた一個の損害について交通事故と医療過誤との寄与度の判定が可能であれば減責すべきであるとして，右大腿切断による損害につき，加害運転者側に５割，医師側に８割の寄与度責任を課した（３割は連帯責任）。
（※その後の控訴審で医師の過失は否定された）
【判決⑥ 高知地判昭和60年５月９日判時1162号151頁】
（事案）道路を歩行横断中にタクシーに衝突され，左下腿骨骨折等の傷害を負った被害者が，入院先の病院（開業医）で観血的整復手術を受けた際に細菌に感染して骨髄炎に罹患し，その後，市民病院に転院して治療を受けたものの効を奏せず，下腿部の切断を余儀なくされた。
裁判所はまず，加害運転者側の不法行為責任につき，観血的な手術では現代の医療水準をもってしても細菌感染を完全に防止することができないこと，術後感染があれば感染の推移いかんによっては切断手術もありうる。交通事故と医療過誤の競合事例に関する一考察（石橋)等を挙げ，下腿部切断の予見可能性を肯定し，つづいて，開業医側の診療契約上の債務不履行責任については，手術の際に被害者の衣服を取り替えなかった点に過失を認めるとともに，それによって感染が生じ下腿部切断を余儀なくされたとし，そのうえで，両責任の競合を認め，下腿部切断による損害拡大部分についての連帯責任を課した。
【判決⑦ 名古屋地判平成４年12月21日判タ834号181頁】
（事案）自転車で交差点を横断中に大型トラックに轢かれ，右仙腸関節，右恥骨上下枝等を骨折した被害者が，搬送先の病院で大量出血による心不全のため，死亡した。原告（被害者の遺族）は，加害運転者側との間では示談が成立していたため（3450万円を受領），医師らを相手取り，医療過誤訴訟に踏み切った。
裁判所は，入院病棟への移動を指示したのみで被害者を直接診察しなかったために腹膜腔内出血の診断が遅れた点と，臨床医学水準からみて不適切に遅い輸血速度が設定された点に医師らの過失を認め，これと被害者死亡との因果関係を肯定し，つづいて，交通事故と医療事故との間の行為類型や注意義務の違い，両者間の意思連絡の不存在などを指摘して，交通事故と医療過誤の関係を独立した不法行為の競合と捉えたうえで，被害者死亡という「渾然一体となった一個の損害」につき，治療上の不確定要素等諸般の事情を考慮して１割の割合的責任を肯定した。
